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シ ェー ア と シェ フラーの場 合
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「歴 史 に よ る経 済 発 展 段 階 は,そ れ ぞ れ の 社 会 とそ の 中の 仕 事 にふ さわ し い もの と して,個

人 的 な 人 間 の 成 熟 度 を 研 究 す る こ と に よ っ て,補 完 され る べ き で あ る。」(引 用:D.A.R.

Forrester,SchmalenbachandAfter,1982,P.45,拙 訳 『シ ュ マ ー レ ンバ ッハ の 研 究 」P.

209)

概要 小稿で は,シ ェーア簿記会計学の理論を概説す ることによって,現 代の会計理論の シ

ステムを もう1度,再 検討 してみ ようとしてい る。3つ に分かれ,勘 定理論 と会計理論 と会

計政策面か ら,再 構築を試みてい る。いずれの側面か らも,国 際化の 中で,学 説的 に,会 計

の根底 より,会 計の基礎 システムを再検討す る必要があ り,シ ェーアの静的論を現代的性格

の もとに浮 き彫 りにしようと,考 察 されてい る。

キ ー ワー ド シ ェー ア,シ ェ フ ラー,静 的 論,動 的 論
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Abstract This paper outlines Schar's accounting theory (1922) in order to reexam-

ine the modern book-keeping theory system. This paper is divided into three parts. 

Based on the view of the acoounting theory, this paper examines the theory and 

policies of accounting. Approaching from both sides, we need to theoretically re-

build the basic system of accounting from its foundation in this modern internation-

alization. Given that, we try to bring out Scha's theory (1922) based on a modern 

structure.
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1.は じ め に

アメリカでは,す でに1966年ASOBAT(ア メリカ会計学会)が,

「情報の利用者が事情に精通 して判断や意志決定を行 うことができるように,経 済的情

報を識別 し,測 定 し,伝 達するプロセスである」(1>

と会計の定義を,述 べた。また,財 務会計基準審議会(FASB)も,

「財務報告は,現 在及び将来の投資者,債 権者その他の情報利用者が合理的な投資,与 信

及びこれに類する意志決定を行うにあたって有用な情報を提供 しなければな らない。」(2)と

して,財 務報告の基本目的を示 した。

武知京三博士 もまた,数 々の業績の中で,日 本経済史の目的 ・本質 ・理論を永年,研 究

されてきた。

したがって,日 本の会計学にもっとも大きな影響を与えた国の1つ は ドイツである。 ド

イツ会計学はアングロ ・サクソン系会計学と本質的に相異することになる。このような理

論的本質の変化の中で,ド イツ企業が提供する財務報告の目標や目的は何であるかを考え

てきて,現 在どのように考えて,将 来の会計の変革にむかうことになる。その理論的出発

点を,数 々の歴史的出発点となったシェーアとシュマー レンバ ッハの学説に求めたいので

ある。

常 日頃抱いていたこのような疑問への接近方法としての小稿を,武 知京三博士退任記念

号へのささやかな寄稿とさせていただ くことにしたい。

2.初 期 シ ェー ア の場 合

2.1根 拠

周知のように,ド イツにおける会計学の文献では,財 務諸表作成が追求するか又は追

求すべき目的という問題は,例 外な く,「損益決定」か 「財産決定」かという対立 として

処理されてきた。 日本における「動的論」,「静的論」という概念は会計学の共通財産となっ

てきているということができる。

この点を,シ ュマー レンバ ッハの所説か ら出発 してみたい。

かれによると,貸 借対照表が,商 人の財産を又は経営内にある資本を決定するという任

務を有するとき,貸 借対照表には何かある状態を表示するという任務がある。シュマー レ
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ンバ ッハはこの貸借対照表を,静 的貸借対照表と名付けている(3)。

これに反 して,か れによれば,損 益計算に奉仕する貸借対照表はまった く別の機能を有

する。そのような貸借対照表 もまた,運 動か ら一瞬時を取 り出して運動を数字で再現する

ものであり,何 かある状態を表示するものである④。かれによれば,「我々がとらえようと

する運動とは,こ の場合いろいろな力の作用,詳 しくいうと一方で,給 付及び他方で力の

消費,す なわち費用の作用なのである。このような力の動きの認識に奉仕する貸借対照表

を我々は動的貸借対照表 と呼ぶ」(5)としている。 シュマーレンバッハは,以 上の定義にお

いて静的貸借対照表,動 的貸借対照表のいずれに対 して も,そ れぞれの主目的に対 して他

の目的をあてがって もかまわないとしている。つまり,静 的貸借対照表とは財産決定を,

動的貸借対照表とは損益決定をそれぞれ主目的とする貸借対照表とすることができる。次

に,シ ュマー レンバ ッハよりも,時 代が逆のぼ り,シ ェーアの初期の学説を考える必要性

を見い出すのである。

2.2シ ェーアの歴史的意味

シェーアをひも解 くと,勘 定理論をその記録対象観にもとづき人的理論と物的理論とに

区分することになる。ここでの人的理論とは人的勘定理論,物 的理論とは物的勘定理論と

が平行 して存在 している。これ ら2種 類の勘定理論について,ま ず人的勘定理論が19世 紀

後半物的勘定学説の出現に至るまで,簿 記学説を支配 していた(6)。

「物的」という特徴がなされている,理 論が一体どのような観点に立脚 しているか究明す

るものとしている。この場合,次 のことが考えることができる。人的勘定理論か ら物的勘

定理論への主流思考の変化は,簿 記の記録対象がいわゆる 「取引」であるとすれば,「人

的取引概念」から 「物的取引概念」への転換でもある。そしてこのような 「物的取引概念」

の導入が,簿 記の記録対象を物的な ものとみる立場の採用が,簿 記の発展に多大の貢献を

な したので,そ の功労者の1日 はシェーアということになる(7)。

シェーアは,自 分の理論を構築するのに対 して,事 実を見ようとしている。複式簿記の

記録対象としてみすごしている経済事象について,「すべての経済上の事象は,2つ の対立

によって計算上表われる」という。すなわち,第1に 「財産部分の増加は,他 の財産部分

の減少または資本の増加 と対立する」第2に,「 財産部分の減少 は,他 の財産部分の増加

または資本の減少と対立する」 したがって,本 来,勘 定理論がどのような観点に立脚 して

いようとも,複 式簿記が記録の対象とする経済事象は,財 産,資 本の増加,減 少が認識さ

れている。そのような ものの増減変動が計算上把握されているとみている。その結果とし

一659(659)一



第7巻 第1号

て,財 産 ・資 本 の 増 減 変 動 が 記 録 上,表 現 され て お り,複 式 簿 記 の 記 録 対 象 は,具 体 的 に

は,財 産,資 本 そ れ 自体 の 増 減 変 動 で あ る こ とが 明 らか にな る(8)。

2.3初 期 シェーアの論理的根拠

シュマー レンバ ッハの立論を選択 しな くて も,シ ェーアの場合,損 益計算 目標にとって,

損益計算書のほうに貸借対照表よりも高い順位が与え られている。 ドイツにおいては,

「貸借対照表」は財務諸表の構成要素 として,「損益計算書」と並んで用いられる表現とは

いえない。 ドイツで 「貸借対照表」という言葉が用いられるとき,財 務諸表という全体を

貸借対照表という部分で表現 している(9)。

しか しなが ら,シ ュマーレンバ ッハのの場合,経 済性の尺度 としての損益は「確認する」,

「決定する」ことによって追求されるべき目的すなわち損益決定の上位目的を何に求めるべ

きか明 らかにする必要がある(1①。例えば,ワ ルプは,1926年 ケル ン大学の講演で,通 例の貸

借対照表による企業利益とこれか ら独立 した経営内部に関わるシュマー レンバ ッハのいう

動的経営利益 と区別すべきことを述べている(11)。また,ケ ルン大学教授 ミュンスターマ ン

は,1966年 シュマー レンバ ッハ協会の基調講演で,動 的貸借対照表論の第1前 提として,

「動的貸借対照表論は損益計算を第1義 とし,こ の損益計算は正 しい経営制御を目的と

して行われる。」(②と指摘 している。この動的貸借対照表論解釈は,例 えば,フ ランクフル

ト大学教授モクスターは1993年 になって,社 会政策学会の委員会で,シ ュマー レンバ ッハ

では経営制御が 「貸借対照表の優先的任務」 としていると述べている。実は,「動的貸借

対照表論 初版』に次のような説明もある。「経済全体に必要な又は経済全体に有用な任務

に対 して資本を集めるということであれば,現 在の自由経済体制における問題は,結 局の

ところきわめて強度に,資 本家に対 して所得を得る見込みを得させて,企 業設立後に所得

請求権を確保 してやることになる。」(③そして,「経済性の測定が良 くないため,資 本がまち

がったところに流入することが往々にしてある。」ω しか しなが ら,「我々が貸借対照表を

この利益(経 済性の尺度としての利益)を 計算する手段であると見るとき,我 々は商人の

貸借対照表が一般に実務上の営業活動においてこの目的に役立つか否かを問わない。我々

はこの問いを放置するのである。我々は,貸 借対照表をこの目的に役立たせることを法律

が許容するか強制するか も問わない。法律が何を欲するかということは,我 々と全 く関係

がない。利益の決定に役立たせるたあであれば,貸 借対照表作成技術につきどのような要

請が生 じるかという問いだけがここでの話題なのである。それは純粋の経済科学研究であ

る。」⑮初期 シュマーレンバッハ動的貸借対照表論の本来の特徴を良 く表現 している。
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1910年 前後の主張をする,シ ェーアの場合にも,「商業学 ・商業実務」誌上に,「2勘 定

定説の経済的 ・数学的基礎づけ」と題 して発表され,後 に 『経済的 ・数学的基礎に基づ く

複式簿記本質入門』という小冊子にまとめられ,「簿記および貸借対照表」の大成に進ん

でいこうとする(1④。歴史的に省みてみると,1890年 に,「簿記の科学的取扱いの試み」とい

う小冊子の中で根本的立場を述べている。シェーアは,パ チョー リ以来の19世 紀までの多

くの簿記書を概観 したのち,そ れ らの簿記書による簿記説明法に欠けた理論を是正するよ

うに求あている。第1は,「 教育学的原則に基づ く簿記の取扱い」である。シェーア自身も

述べているように,簿 記の領域でのシェーアの著書 ・論文は主として,従 来の簿記書に見

られるような欠陥を除 くということに向け られていて,時 代の要請にこたえている。さ

て,第1の,「 教育学的原則に基づく取扱い」については,彼 はその最初の試みをすでに,

1888年 の著書 「簿記教科書』において提示 している。かれによれば,「従来の簿記書の大

部分は初学者に複式簿記をわか りやす く教えるために,す べての勘定の擬人化という方法

を とるか,単 式簿記を教えたのちに複式簿記に入るという方法をとるかのいずれかであ

る。 しか し,そ のいずれ も教育学的に正 しい簿記教育法とはいえず,そ のため,か えって

その目的を果た しえないものとなっている。そこで,か れは,自 らの 「簿記教科書』に

よって,教 育方法論的原理にかなった複式簿記導入法を具体化 し,そ れによって,簿 記学

を他の学科と匹敵する,形 式の整理された教科として形成 しようと試みたのである。」(1の

第2の 課題,す なわち,「簿記の科学的取扱いの試み」は,か れの場合,「 実務的意味に

おいて も理論的意味において も重要である。まず,実 際面では,実 務家に複式簿記の正 し

い理解と使用な らびに合理的な簿記形態の作成を可能にするという意味において重要であ

る。」(⑧シェーアはこの論稿でもっては じめて,そ の勘定理論に関する主張をまとまった形

で展開 し,そ の学説史上の意義をよりよく理解することが必要になる。

3.後 期 シ ェー ア の論 理

3.1シ ェー ア と シ ュマ ー レ ンバ ッハ

と こ ろが,時 代 の 推 移 と と もに,シ ェー アの 静 的 貸 借 対 照 表 論 に比 較 して,シ ュマ ー レ

ンバ ッハ の 動 的 貸 借 対 照 表 論 は,帝 国 財 政 裁 判 所 や 連 邦 財 政 裁 判 所 の 判 決 に も採 用 され て

きて い る。 この よ うな 実 務 面 に対 して,シ ュマ ー レ ンバ ッハ 側 の 『動 的 貸 借 対 照 表 論 第

11版 』 で,「 業 務 執 行 に 当 た る社 員 が 業 務 執 行 に 当 た らな い社 員 に対 して,報 告 書 を 提 供

し,そ の 経 営 を 成 功 の 内 に管 理 した か,そ の 成 果 が どれ だ けで あ った か,そ して そ の 経 営
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がどの方向に動いているかを示すために,年 度決算書を提出する場合が特に多い。この場

合には,直 近年度の成果を表示するだけでな く,そ れより前の年度の経営政策が良かった

かどうかを示す ものである。」⑲また,「動的貸借対照表論 第13版 』では,法 律の会計規定

に言及することが多 くなる。かれによれば,「確かに,法 律は,貸 借対照表の目的が営業成

果の決定であるとは述べていない。そうではな くて,法 律が規定するのは,貸 借対照表が

『財産の状況』を認識させるべきであるということである。 しかし,こ れは結局同 じことに

なる。単式簿記を用いる商人の場合には,営 業成果は特別な財産構成表を通 じて,特 に特

殊な評価を通 じて算定される。法律が考えていたのはこのような商人なのであって,1857

年当時まだきわめてわずかだった複式簿記を使用する商人のことではなかった。」⑳

シェーアの場合,シ ュマー レンバ ッハと相対立 して,貸 借対照表を次のように定義 して

いる。「貸借対照表とはある経済活動期間の決算日において勘定形式を もって作成 した積

極と消極間の方程式である。積極には一特殊経済主体に所属するすべての財産構成を包括

してお り,財 産構成部分はそれ らの経済的機能にしたがって勘定体系に即応 して各層に配

列されて,貸 借対照表に評価される。そ して,そ の総体においては,経 済主体の所有財産

を構成する。消極は以上の所有財産に対 してその法律上の2個 の源泉すなわち自己資本と

他人資本に,ち なみに他人資本とは経済主体の負債を示すわけであるが,こ の両者に対立

させ られて,こ れをそれ らの法律上の性質にしたがって配列する。」⑳

この定義にしたがえば,利 益は財産計算の副産物 としてのみ算定 される。「経済的経営

の本質的成果は,そ の作用による財の増加の存在にあって,こ れは財産貸借対照表すなわ

ち静力学によって表示される。」⑫ このような動的論に対比させた静的貸借対照表の利益決

定性が次のような表現で も示されている。「静的貸借対照表は今まで,通 常,財 産貸借対照

表の意味で知 られていた もので,死 的な ものを生的な ものの内に,あ るいは反対に,生 的

な ものの内に死的な ものを包括 している。静的貸借対照表は生き生きと継続的な経営すな

わち前後左右発生の経済財と無数の循環,あ たか も氷結 した滝のようにある瞬間,静 止 し

ているものと考えてこの死的氷魂を横断 して,個 々の隣接する財産構成部分をその貨幣価

値によって考察するものである。」 シェーアによれば,貸 借対照表の利益決定機能が財産・

資本の状態表示機能よりも軽視されているにしかすぎない。静的貸借対照表の利益部分に

あたる空白部分は価値及び資本の循環過程の進行とともに,1期 間にわたって変化 し,増

殖 した財産価値会計 と期首資本量 との差額に しか他ならないことになる。単純に考えれ

ば,複 式簿記機能か らも明白なように,こ の空白部分(利 益)は 損益計算書上の費用と収

益の総差額に等 しいということになる。シェーアに従うと,こ の空白部分(利 益)は 新 し
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い正味財産と期首の正味財産の差額であり,そ の増減のために,あ るいは増減の説明には,

損益勘定および損益計算書がある,と いうことになる㈱。

3.2静 的論の復活

いままで,議 論を進あてきた,静 的論の系譜を考えた場合,必 ず しも歴史的に,動 的論

に先行するものではなかった。最近,ド イツ会計実務において,静 的論の復活の兆 しがみ

られる。企業が投資家保護の立場を強 く前面にお し出し,会 計責任の遂行を軽視する傾向

にあったのが,静 的論の復活の原因の1つ である。現在,ド イツにおいて,商 法財務諸表

開示企業としては,株 式会社形態の企業が考察の中心に置かれていると了解される。そこ

で,一 般に考え られる商法財務諸表による会計報告の目的は,結 果報告,利 益決定,情 報

という3つ の目的に分かれる。

これに対 して,他 人にいろいろな任務を移譲する者は,任 務の完遂状況と提供 した資金

の行方を統制するために結果の報告を要求するし,任 務を引き受けた者は,そ の責任が解

除されれば,会 計報告の真実性を求めることになる⑳。

ドイツにおける商法財務諸表には,1791年 プロイセ ン普通商法以来,配 当可能利益の決

定という目的に高い地位が与え られていた。その場合,ド イツでは債権者保護の視点が強

調される。現在,モ クスターはシュマーレンバ ッハの動的貸借対照表論 とちがい,「稼得利

益」ではな くて「配当可能利益」㈱の中に,商 法財務諸表の最重要 目的を見るだけでなく,い

わゆる基準性原則を媒介として利益決定技術的に,商 事貸借対照表利益と税務貸借対照表

利益が,原 則的に等 しいとする連邦財政裁判所判事たちの見解に与え られる。このモクス

ターの主張は,現 行 ドイツ商法典会計規制のうち第3編 第1章 「すべての商人についての

規定」だけを導出して,付 属明細書や連結財務諸表を無視 しているという一面性を有 して

いる。商事貸借対照表利益が,税 法上可能な場合,会 計報告書の もつ客観性,真 実性,信

頼性を発揮するように考え られている⑳。

4.シ ェーア簿記会計学 の歴史 的性格 づけ

伝統的な貸借対照表論では,個 別の資産価値の評価によって,「理論的に正 しい」貨幣

的損益から年度利益を算定 している(特 に,静 的論,新 静的論)。 さらに,貨 幣的損益は

全体的な企業の生命期間のあらゆる損益か ら算定されている。従って,理 論的に正確な年

度損益は,年 度決算の種々の目的に役立たなければな らない⑫の。
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このようなアプローチでは,全 体損益の算定の場合に,期 首の企業の全体価値と最後の

会計年度の全体価値の差額を示すことになる。この場合,企 業の全体価値(資 本価値,収

益価値)で の利率の追跡を しなければな らない。このような考え方を中心とすれば,伝 統

的なアプローチを変型する要求 もでて くる。

すなわち,伝 統的アプローチとその変型に注目してみると,い わゆる 「統合的貸借対照

表理論」と 「資本理論的貸借対照表理論」 とが存在することになる(著 書S.2,訳 書(上

巻)2ペ ージ)。

伝統的アプローチの変型の第1点 として,「総合的貸借対照表論」が提示できる。西 ドイ

ツの経営経済学者 アルバ ッハ(H.Albach)が 唱えた理論がそれである。アルバ ッハは

グーテンベルクの投資理論を援用 して,会 計手法と経済理論とを結びつけようとしてい

る。特に,投 資理論における貸借対照表論の位置を強めようとしている。アルバ ッハは,

統合的貸借対照表論における 「企業の最適計画」について詳細に説明 している。つまり,

会計年度の期首の状態における資本の決定を,資 産の個別価値にもとついておこなってい

る。アルバ ッは会計決算の目的として計画統制の機能を述べている。「年度貸借対照表は

年度初めに作成された計画全体の統制を吟味するものである。この意味か らも,会 計年度

の実際利益は,本 来の最適計画の利益に一致すべきものである」

このように,統 合的貸借対照表の形式 ・内容には,資 産の個別価値評価という方策を用

いなが ら,具 体性に欠けるきらいがある㈱。

これに反 して,ザ イヒ ト(G.Seicht)は 資産の個別価値評価ないしは期末自己資本を決

定するのに反論 している。計算年度の初あに,存 在 した自己資本は,同 期間の年度決算に

よっては決定できないか らである。ここにザイ ヒトの資本理論的貸借対照表論が展開され

ることになる。後節に詳細な説明は譲ることにして,所 得理論の定義を述べたい⑳。

資本理論(所 得理論)に 根ざした年度損益概念を用いた,年 度決算を妥当な ものと考え

ようとしている。ある期間の収入は企業収益価値上の利子と考えている(著 書S.35,訳 書

(上巻)35ペ ージ)。

小稿では,資 本理論を援用 して,利 益概念を考えてみたい。資本理論を志向 した利益概

念は年度決算を基礎として,全 体利益の正確な算定を目的としている。全体利益と貸借対

照表上の利益とは別々に評価される必要性が生 じて くる。企業理論的に表現するのであれ

ば,資 本価値または収益価値が全体利益として,採 用されるべきである。 しか しなが ら,

ここで企業の立場か ら資本理論上の利益と年度決算を考えると以下のようになるG①。

企業の実行領域では,資 本理論上の利益概念が適当である。たとえば,販 売 ・製造 ・調
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達 ・財務などの目的達成のためにこの目的を用いるべきであるとする説がある。すなわち

企業理論的な分析をする場合に,実 務上の損益に関する種々の数値に合致 しているかどう

かを吟味することが必要である。ただ し,こ の場合の長所は,全 体(企 業分析)の 中に,

部分(企 業各部門)の 分析を連係する手法を見い出す必要があるGl)。

図1に おけるように,全 体収入と全体支出の差額として,定 義づけられる全体利益は資

本理論的期間利益の合計と一致する。

図2で は,企 業の実行領域面での具体的な動きを示 している。将来の収入超過が一定の

前提の もとに,あ らか じめ個々の期間に配分されて,利 益は意思決定の段階ですでに発生

している。従って,資 本理論的利益の同時的確定を計る場合,将 来に関する企業指導の指

導が与え られる。資本理論上の利益概念を用いた場合には,企 業の枠内で,適 切な行動様

式にもとつ く具体的な方法(会 計手続)を 求める必要が生 じて くる。このために,可 能な

かぎりの将来に起 りうる現実を予測できなければな らない。資本理論上の利益概念を用い

た場合には,企 業の範囲内で適当な行動様式にもとつ く具体的な方法(会 計手続)を 求め

ることが要求されている。可能なかぎりの将来起 り得る現実を予測できなければいけな

い㈱(著 書S.32,訳 書(上 巻)32ペ ージ)。

ここで視点を企業の 「実行領域」か ら 「情報領域」に目を転 じてみよう。年度決算(年

度の損益数値の確定)は 一定の情報目的か ら出発 している。従って,年 度決算が一定の意

思決定に適応する情報を得るのが妥当である。以前,考 察された企業の実行領域内部の全

体利益概念とここでの貸借対照表上の利益とは異なる性格の ものである。それ故,全 体利

益概念(資 本理論上)と 年度決算上の利益を可能なかぎり一致させるたあに,資 本価値 ・

収益価値の分析が必要となって くる㈱。

貸借対照表論

資産=内 部利子率に 負債=内部利子率によって

よって還元計算された 還元された将来の支出の

将来の収入の現在価値 現在価値

自己資本=将来の自己資本

償還の現在価値=ま だ戻し

計算のない元入支出

(出所)Seicht,4.鼠0.,S.558.資本価値 ・収益価値 賃借対照表上の利益

販売 ・製造 ・調達 ・=年 度損益の算定 貸借対照表 損益勘定

財務 将来の収入 将来の支出 ← 利 益

所有権持分(企業 の実 行領 域)(企業 の情 報領 域)　
企 業の個 別 分 析 および全 体 分 析(出 所)S,i、ht

,薦 σ,S.553.

図1全 体収入 と全体支出 図2ザ イ ヒ トの資本理論的貸借対照表論
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会計報告責任の諸原則の誘導

情報用具は商法上課題:有 用な情報の伝達 手段:
の年度決算である

すべての情報伝達の条件 商事貸借対照表の概念に基礎 利益分配の制限のためのづけられた
コンベンション コンベンション

(比較可能性)(継 続企業)(取 得原価

(重要性)↓ ↓ 塑

L◎ 騰q継)◎ 瀧 一9実現原則)驚 趨等の)貧 蹴 の)
完全性 基づ く限

定

。=醐 の簿言己の原則 麟 鱒 講 爵と)

レフソン年度決算(書)と 簿記の目的
a.管 理用具としての簿記

b.配 当可能利益

… 目的嚥 議
機能 一 的囎 懸讐%年度

d.年 度決算(書)の債権者

保護機能

図3レ フソンの正規の簿記の諸原則

以上のような会計的な関係を図示 したのが図3の レフソン(U.Leffson)の 正規の簿記

の原則のシェーマである。 レフソンは簿記 と年度決算書の目的 主要目的である,「文

書記録」と 「会計報告責任」 から正規の簿記の原則を導こうとしている。文書記録の

中には,継 続簿記,財 産目録の作成,開 始貸借対照表,期 間計算の誘導に関する形式的諸

原則を包括 している。そ して,会 計報告責任の諸原則には,包 括原則,限 定原則,補 完原

則を含んでいる(著 書S.45,訳 書(上 巻)49ペ ージ)。

レフソンによれば,会 計の現実(実 務)が 商人慣習 ・見解にもとつ く会計(実 務)か ら

演繹的に導かれる会計(実 務)に 転化 した ものでは決 してないということを,正 規の簿記

の原則を通 じて考えようとしている点では秀でている⑳(図4)。

今 日の ドイツ会計理論は,静 的貸借対照表論または静的論か ら,動 的貸借対照表論また

は動的論への発展過程を経て,貸 借対照表論を中心にして展開されてきた ものといえる。

静的論は,シ ュマー レンバ ッハがかれの 『動的貸借対照表論』に対 して,従 来の貸借対照

表論すべてに対 して用いられている。静的論という言葉は,静 的論者の命名 した概念でな
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國
1794年 プロイセン

普通国法
商人的方法

(正規の帳簿)
(専門家の鑑定)

1861年 ドイ ツ

普通 商法 典 「正

規 に 」 と い う

用 語(第34条,

第38条)

商
事
貸
借
対
照
表
の
基
準
性

國

1851年 プロイセ ン階 級

税 ・階 級 別 所 得 税 法

1877年1月3日 の通 達

ノ へ

1専 門 家の1

＼ 判 断 ノ
＼/

一一一一一(減 伍 償 却)_一 一
「

建物および備品の年

間減耗についての慣
〉行の控除

1874年 ザ クセ ン所 得 税 法(第

22条)「 財 産 目録 お よび 貸 借

対 照 表 の た め に 商 法 典 に よっ

て 規 定 され て い る ような 諸 原

則 」

「正 規 の 商 人 の慣 習 に一 致 す

るような諸 原 則 」

1874年 ブ レーメン所 得 税 法 「正

規 の」 とい う用 語

一 一レ

減耗,す なわち減価償

却は商人的簿記の原則
にしたがう。

減価償却の適度の大き
さについては専 門家の

判断にしたがう。

「

1897年 新 商法 典

第38条

正規の簿記の諸原則

1891年 プ ロイセ ン

所 得税 法
1895年 ヘ ッセ ン

普 通所 得 税法

匝規の簿記の諸原則

1
▼

価値減少の適度
な考慮に一・致す
る規則的年次減

価償却

1920年帝国所得税法

(正規の商人の慣習の削除)

減価償却の
費用配分論
理

▽ ▽ 一一一一

1925年 所 得 税法
「配分」用語

(経営経済学)

Schmalenbach,E,

で専門家の判断♪

減価償却論

正規の簿記の諸原則

(係糊 面)< 専門家(商事手続きの専門家)の鑑定 ・意見 ・判断

(出所)興 津裕康 「財務 会計 の理 論』 税務 経理 協 会,1984年,206頁 。

図4正 規の簿記の諸原則の展開
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く,こ れ に対 立 した概 念 を あ み 出 した動 的論 者 シ ュマ ー レ ンバ ッハ の命 名 に意 味 が あ る㈱。

シ ュマ ー レ ンバ ッハ が 用 いた か れ の 書 名 に対 して,か れ はそ の 著 の 第4版(1926年)の

序 文 に お い て 次 の よ うに述 べ て い る。 す な わ ち,「 あ る人 た ち は 『動 的 』 と い う こ とば を

適 切 で な い と非 難 して い るが,わ れ わ れ は貸 借 対 照 表 は まず 第1に,企 業 の 活 動 を 表 示 す

べ き もの で あ るか ら,『動 的貸 借 対 照 表 』は もっ と明 確 な 名 称 で あ る と考 え る。 あ る人 た ち

は,こ の 名 称 の た め に,他 の 種 々な 名 称,た とえ ば 『有 機 的 』 貸 借 対 照 表 とか,『 良 動 的』

貸 借 対 照 表 な どが 生 ず る基 因 とな った と非 難 して い る。」㈹

シ ュマ ー レ ンバ ッハ に よれ ば,貸 借 対 照 表 が 商 人 の 財 産 や 資 本 を 決 定 す る役 割 を もつ と

き は,そ れ に よ って 貸 借 対 照 表 に,あ る状 態 を 表 示 す る任 務 を 与 え て い るの で あ り,そ れ

が 短 期 間 の み の 状 態 を 表 示 す るの か,あ る い は,あ る時 点 の 状 態 を 表 示 す るの か にか か わ

りな く,静 的 貸 借 対 照 表 と称 す るの だ と述 べ て い る(著 書S.72,訳 書73ペ ー ジ)。

5.シ ェーア簿記会計学の勘定学説上の性格づ け

チュー リヒ大学の伝統を継いだK.ケ ーファ(K.Kafer)は 用役および用役可能性とし

ての財を統一的な基本的概念として強調 している。ケーファの独自の勘定理論は,従 来の

諸学説への評価と問題性の追求に,重 点がおかれている。ケーファの勘定理論研究には,

ケーファの貸借対照表観について も,別 個の検討を加えている⑳。

ケーファの勘定学説史論の特論は,諸 学説の整理の方法によっている。各学説の特徴は

次の分類がとられている(図5)。

1.人 的学説

2.取 引の性質に基づ く学説(循 環学説)

3.資 本主主体的勘定学説

4.企 業主体的勘定学説

5.損 益計算を強調する勘定学説

小稿での関連性は3.である。

この考え方の経済的根拠は,個 人企業の多数を占ある時期と近代的株式会社発展時期の

資本主と企業の分離の立場がある。資本主主体説では,資 本一負債=資 本主資本という形

をとる。等式の右辺は全体としての所有主の資本を表わ し,左 辺はそれぞれそのプラスの

部分とマイナスの部分を示 している。資本勘定と資産および負債との対立関係におかれて

いる㈱。

-668(668)一



会計学説史研究序論(林)

積 極 消 極

1.期 待(チ ャンス)反 対給付な し

の将来の財および給付の流入(外

部からの流入,内 部的発生または

増加あるいは流出による減少)の

期待

(a)利 用可能な物的財

(b)他 の経済単位に対する権利をも

とにするもの

(c)事 実関係をもとにするもの

2.積 極 的修正項 目

(a)積 極へ の付加

(b)消 極か らの控除

(参照:興 津裕康:「貸借対照表論の展開』,

図5ケ ー ファの貸借対照表の構造

1.期 待(危 険)反 対 給付 な しの将来

の財 およ び給 付 の流 出(外 部 への流 出,

内部 での消滅 または減少 あ るい は流 出

に よる減 少)の 期待

(a)他 の経済単 位 に対 す る義務 を もと

にす るもの

(b)事 実関係 を もとにす るもの

(c)持 分権者 への給付 によ り個別 経済

の 目的 を促 進す るため,ま たは他

の種類 の 目的達成 のため の もの

(d)マ イ ナスの要素 を もつ財 の在高の

ための もの,た とえば有害 な肩

2.消 極 的修正項 目

(a)積 極 か らの控 除

(b)消 極へ の付加

1978年,178ペ ー ジ)

資 本 主 主 体 説 の 初 期 の 主 張 者 は,次 の よ うな人 が い る。 ク ロ ム エ ル(F.W.Cronhelm,

1818年,イ ギ リス),ク リッパ(L.G.Crippa,1838年,イ タ リア),ト ー マ ス ・ジ ョー ン

ズ(ThomasJones,1841,ア メ リカ),ア ウ グス ブ ル グ(G.D.Augspurg,1863年,ド

イ ツ)等 が い る。

資 本 主 主 体 説 の 最 もす ぐれ た主 張 者 の1人 は,ヒ ュ ック リー(F.HUgli,1887年)で あ

り,か れ の 勘 定 理 論 に した が って,会 計 は,種 々の 財 産 構 成 部 分 の 状 態 と変 動,な らび に

純 財 産 の 状 態 と変 動 を 明 白 にす る はた らきを もつ もの で あ る と主 張 した 。 両 勘 定 系 統 にお

け る記 帳 規 則 の 対 立 は,両 勘 定 系 統 を1つ の 体 系 に結 合 す るた め の,人 為 的 で は あ るが 必

要 な 工 夫 で あ る と した ㈱。

もっ と重 要 な の は,シ ェー アで あ る。 か れ は,組 織 的 簿 記 の 最 終 目的 は,純 財 産 を2つ

の 異 な った 方 法 で 計 算 す る こ と に あ る と し,こ の こ とが,各 取 引 の 複 式 記 入 を 発 生 させ る

根 本 的 な 理 由 と した(著 書,S.1,訳 書(上 巻)1ペ ー ジ)。

と こ ろで,ケ ー フ ァに よれ ば,資 本 主 主 体 説 は会 計 学 の 領 域 にお け る科 学 的 研 究 の 最 初

の 成 果 で あ り,そ の 多 くの もの は,論 理 的 に もす ぐれ た 構 成 を もって 展 開 され て い る こ と

を 認 あ ね ばな らな い。 こ こで 問 題 点 を 挙 げた 点 を 検 討 して み た い㈹。

第1に,資 本 主 の 財 産 はそ の 部 分 の 合 計 に等 しい と い う等 式 か ら出発 す る場 合,全 体 と

部 分 の 貸 借 記 入 規 則 の 対 立 は,等 式 に含 まれ る諸 量 の 組 合 せ に もか か わ って くる。 これ に
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対 して,シ ェーアは貸借対照表を図示化 している(図6)。

第2に,選 択される勘定グループの内容が問題となる。資本主主体説の批判者は負債と

資本の明白な区分が難 しいことを述べる。両者はともに,持 分にも属 し,資 本の源泉およ

び将来の払戻 しを示す ものである。

第3に,収 益および費用勘定とそれ らの集計勘定である損益勘定を単に,資 本主勘定の

下位勘定と見なすことは,簿 記の動態的表示面の もつ重要性との関係である。

第4に,等 式表示上の仮定である。これ らは,す べての企業取引の結果は,そ の発生の

時点で知 られている。それは,あ る貸借対照表項目の変動と見な して,仮 定されることに

あるω。

すなわち,貸 借対照表のような静的像には現われないものが存在するし,販 売とか消費

のような多 くの取引については,不 確定な ものとしている。

静的貸借対照表論は,貸 借対照表を一定時点における企業の 「財産状態」ないし,企 業

資本(純 財産)を 表示するはた らきを もつ ものとして解釈される。それはまた,企 業に対

して,利 害関係を もつ債権者保護目的として,企 業の一定 日(静 止状態)に おける財産の

現在高を説明 しようとしている働。

静的貸借対照表では,借 方に資産,貸 方に負債を記載 し,両 者の差額として資本の在高

を確定する計算表であるといえよう。企業の損益は期首と期末の純財産の増減額を もって

積 極

財産=具 休的・交換価値のある経済財
財産構成部分

財
産
の
実
体
的
形
態

(物
的
並
び
に
法
律
的
財
)

経 営

財 産

(流動的)

定

産

固

財

商 品

人的並びに

物的債権

自山に処分

し得る

経営資金

債 権 者

手 形

有価証券

現 金

銀行預金

動

不 動 産

所有財産の経済的観察

物件一経済現象での所有財産の実体化

特 殊 経 済 キ 体 の

所 有 則 産

消 極

資本一則産に対する抽象的処分権
資木源泉

商 品 債 務(買 掛金)

手 形 債 務

銀 行 債 務

その他の債務

創業資本

会社ないし株式資本
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準備積立金

利 益

土地 による質債務

(Gmndpfandschulden)

外 来

資 本

自 己

資 本

外 来

資 本

財

産

の

法

律
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泉
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図6シ ェーアの貸借対照表型

(参照:「 拙訳書」上巻34ペ ー ジ)
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算 定 され るの で,「 純 財 産 増 加 説 」が静 態 論 の立 場 を あ らわ す こ とに もな る。1861年 の 「ド

イ ツー 般 商 法 典 」 の 評 価 規 定 を め ぐって 主 張 され る見 解 と,20世 紀 の 動 態 論 主 張 後 の 見 解

を 区 分 す る必 要 が あ る。 前 者 に は,貸 借 対 照 表 上,す べ て の 財 産 を 貸 借 対 照 表 作 成 時 の 時

価 で 評 価 す べ き とす る法 律 家 の 見 解 と販 売 価 格 に よ る評 価 で 財 産 状 態 を 表 示 しよ う とす る

ジモ ン(H.Simon)や レー ム(H.Rehm)等 が い る。

後 者 に は,貸 借 対 照 表 の 貸 方 側 の 資 本 調 達 源 泉 を 問 題 に し,借 方 側 で,資 本 の 運 用 形 態

を 追 究 して,資 本 側 か ら企 業 会 計 の 構i造を 把 握 しよ う とす るゲ ル ス トナ(P.Gerstner),

ル ・ク ー トル(LeCoutre,W.)や ニ ック リ ッ シ ュ(H.Nicklisch)が こ れ に 属 す る。 後

者 の 場 合,評 価 基 準 は原 価 主 義 を 前 提 と し,経 営 管 理 目的 を 対 象 と して い る。

現 代 社 会 で は,ゴ ー イ ング ・コ ンサ ー ンを 前 提 と して,固 定 資 産 の 継 続 使 用 が 通 説 と さ

れ て きて い る。 す な わ ち,一 定 時 点 の 「財 産 状 態 」 を表 示 す る た め の 「財 産 計 算 」 に か

わ って,財 産 の 継 続 的 使 用 を 前 提 と した 「損 益 計 算 」 を 中心 と した 思 考 方 法 が 登 場 す る こ

と にな る⑬。

シ ェー ア に も代 表 され る静 的 論 は,ジ モ ンの 主 観 価 値 説 を 経 過 して,レ ー ム,シ ュ タ ウ

プ,パ ッソ ウ,コ フ ェ ロに影 響 され て,静 的論 の本 質 を 明 白 に して,確 立 さ れ て き て い る。

静 的 論 は,い くつ か の 特 徴 と批 判 点 を 理 論 の 中 に含 あ な が ら,歴 史 的 に決 定 的 な 存 在 意

義 を もつ こ と にな って きて い る。 「社 会 総 資 本 」 との関 連 に お い て,静 的 論 を 貸 借 対 照 表 再

構i成と して 考 え る必 要 が あ る(著 書S.94,訳 書(上 巻)94ペ ー ジ)。

6.シ ェーア簿記会計学の経済的特徴を示す性格づ け

シ ェー ア は,か れ の 主 著 『シ ェー ア簿 記 会 計 学 』 の 付 録 のD「 会 計 偽 装 ・株 式 会 社 の 経

営 政 策 の 一 手 段 」で は次 の認 識 を と って い る。 「純 粋 に企 業 の 利 益 の た め にお こな わ れ る政

策 」(Dの1)と 「主 と して個 々 の株 主 の特 殊 利 益 の た め に お こな わ れ る政 策 」(Dの2)

を 区 別 して,論 述 して い る鱒(著 書S.375,訳 書(下 巻)375ペ ー ジ)。

シ ェー ア に よ る と,株 式 が 少 数 の 大 株 主 に よ り所 有 され,し か も彼 等 が,ほ とん ど例 外

な く,会 社 の 取 締 役 と監 査 役 に な って い る。 … …(省 略 … … 引用 者)。 企 業 の 利 害 は この 大

株 主 の 特 殊 利 害 と ほ とん ど一 致 す る。 した が って,こ の よ うな 場 合,企 業 の 利 害 が この 特

殊 利 害 と ほ とん ど一 致 す る。 した が っ て,こ の 場 合 に は,企 業 の利 害 が こ の 特 殊 利 害 に

よ って 影 響 され な いか ぎ り,両 者 を 区 別 す べ き もの は な に もな い。 … …(省 略 … … 引用 者)

また,報 告 利 益 の 圧 縮 と平 準 化 の 手 段 で あ る秘 密 積 立 金 政 策 は企 業 の 利 害 と完 全 に一 致 す
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る。要するに,支 配株主の利害を代表する企業の利害は第1に,企 業の資本力を強化する

ことにおかれている㈲(著 書S.371,訳 書(下 巻)372ペ ージ)。

「企業の様式は,そ の大部分が,会 社にたいし継続的利害をもたず,株 式への資本投下に

よってそこからできるだけ多額の収益を得たいと望み,ま た株式を投機 目的だけで購入

し,株 式相場が高騰 し,好 機になれば,そ の株式を売却 して しまう投機株主によって所有

されている」ともシェーアはいう(著 書S.367,訳 書(下 巻)368ペ ージ)。また別の所で

次のように述べている。「このような株主はその資本にたいしてできるだけ多額の利払い

がなされることにのみ関心を もち,ま たそれは株式相場に影響 し,か れ らに有利な売却処

分の可能性を与えるので,か れ らは長かれ短かれ,共 同所有の期間中できるだけ多額の配

当の分配を要求す る」(著 書S.367-368,訳 書(下 巻)367-388ペ ージ)。この場合には,

「配当にうえた投機株主のみが不当の目に遇され,期 待 した投機利益を失 う。」のである。

しか し,「安定株主の成長 と直接利害関係のある人々から構成される 「安定株主」はそこ

か らいかなる損害 もうけないのである。なぜな ら,秘 密積立金の形成によって,株 式の内

的価値は増加するか らである。かれ らは当該年度における配当の圧縮によって失ったとこ

ろの ものを将来の諸年度に償うことになる」(著書S.370,訳 書(下 巻)370ペ ージ)㈱。

以上のような引用か ら,会 社はことなったいくつかの点で利害の相対立するグループか

ら構成された構成体となって しまうのである。株式会社はその経営者に配当の圧縮 ・平準

化の手段として,常 に利益の圧縮に重心をおいた動機をあざすことになる。シェーアの論

拠か ら,あ まり知 られていない,財 務諸表上の会計偽装が知 られることにな り,現 代の会

計理論に深 く投影することになる。

7.お わ り に

ドイツ会計学の系譜の中で,貸 借対照表による資本循環運動にあると考えれば,ニ ック

リッシュの次の言葉があてはまるだろうqわ。「体系的簿記の有機的発端をなすものは,開 始

貸借対照表としての貸借対照表である。貸借対照表は企業に投下された手段を財貨有高な

らびに資本有高 として把握 し,か つ両者を対立せ しめるものである⑱。従 って,継 続的計

算ははじめか ら2つ の勘定体系に対立的に処理されるようになっている。そのために決算

のたあの基礎 もすでにそこにおかれ,決 算に存在す る統制が可能になって くる。それ故

に,結 果として,簿 記の終点 も同様に貸借対照表,す なわちそこか ら勘定が再開される所

の決算貸借対照表でなければならないということは,は じめか ら決 っている㈹。生活のは
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じめに開始貸借対照表があり,生 活の終 りには決算貸借対照表がある。両者の間に存在す

る期間は,決 算貸借対照表にして同時に終結貸借対照表である多 くの貸借対照表によって

区分される。」

ドイツの貸借対照表問題が商法とかかわって,発 展 し,法 による貸借対照表作成を強制

された企業は,統 一的な会計制度を望んでいたことにもなる⑲。以上に見てきたように,

ドイツ経営経済学において静的貸借対照表学説が支配的な時期には,簿 記 による記録主

義,そ の提唱者の1人 シェーアの念頭にあったのは,「貸借対照表」というす ぐれた財務

会計的表現を伴っていたため もあったのである。

その後,動 的貸借対照表学説が支配的となった時期,そ の提唱確立者シュマー レンバ ッ

ハは管理会計的な立論をより所とした。ワルプも指摘 したように,「貸借対照表」というす

ぐれた用具を使って,連 邦財務裁判所にまで,判 決で採用されるようになった。 ドイツ商

法会計報告規定 も何回も整備 されてい くことになる61)。その中に,シ ェーア学説やシュ

マー レンバ ッハ学説に商法利益計算及び課税所得計算を評価するための基礎としての役割

が認め られていくことになる。 しか し,こ の記録と計算の矛盾は,シ ュマー レンバ ッハ じ

しん,経 営管理目的を強調する見解が不十分にもさせ,第2次 大戦後,動 的貸借対照表と

商法貸借対照表のちがいがほとんどないことも発言 している励。

ドイツ経営経済学において株式会社を中心とする企業財務報告の優先的目的が投資意思

決定への役立ちにあるという見解が明確になるまで,近 年を待たねばな らなかった。

現在では,配 当可能,課 税対象利益の計算に財務報告の主目的を見守る伝統的財務会計

の立場と異な り,国 際的資本市場か らの圧力に国際会計基準の適用を通 じて対処 しようと

する ドイツ国際企業の会計方針を支持 している。わが国と同 じ,ト ライアングル体制を求

める ドイツは,グ ローバル化 していく会計の領域を,過 去の静的論,動 的論に求めながら,

新 しい投資意思決定への役立ちを目的とした会計理論を待ち望むことになる㈹。

貸借対照表の形式的問題だけでな く,貸 借対照表の実質問題が法的要請と合致 して,静

的論の理論的厳密性を求めているものといえよう。現代は静的論の系譜をたずねてみて,

理論と実務の統一化を試みようとしている。

静的論は,会 計理論の再検討として用いられようとして,特 に複式簿記機構 の完全な勘

定システムか ら発揮される理論の強 じんな弾力性を重ん じなければな らない。最終的に,

現代会計理論の骨子は静的論と動的論である。観点を変えれば,次 の6点 が提示できる。

(1)年 度損益は企業理論では,「損益概念的」ではな くて,年 度損益概念を導入するこ

とによって,全 体の企業損益か ら導 くことにより統合 している。実際的には,年 度損
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益概念上に構成された年度決算は,企 業理論によって分析的に考察できる。年度決算

は,企 業理論的分析的な中で,一 般的な条件(適 正な会計手続)を 導きだすことにな

る融。

年度決算によって,導 かれた年度損益が一体どのように,実 務的に,合 目的的であるの

かあるいは,有 用であるのかを吟味 しなければな らない㈲。

(2)「経営」 と 「企業」の概念上の区分から,そ れぞれ,経 営計画 ・経営管理上の年度

決算または年度損益の概念を明確に把握できる。そのためには,「計画」と 「統制」

上の収益余剰概念を適切に,把 握 しなければな らない。

(3)正 規の簿記の原則に完全に合致するように,理 論を構成すべきである。合理的な意

思決定のために,将 来利益と財務状態に関する情報提供を主目的としている。そのた

めには,「不均等原理」を否定 しなければな らない。利益概念を明確にすることによっ

て,企 業の自主経理を合理的にうらづける点が本質的である。

(4)年 度決算と会計年度中の企業の収益余剰概念(数 値)を 統一する場合,目 的は,「情

報提供」「意思決定」ではな くて,資 産概念の拡大化,公 表利益の圧縮 といった,現

実の企業の制度的役割にある。論理的には理論を完結させようと試みている。

(5)一 定の会計年度中の企業の収益余剰数値は,企 業独自の目的に沿って,取 捨選択さ

れる。年度決算をおこなうために,情 報 に適合するような情報が利害関係者にとっ

て,意 味があることになる。

(6)経 営計画と経営管理の2側 面で,収 益余剰概念がいかにして,有 用な情報として行

使できるかが重要課題となる。

前述 したように,ア ルバ ッハとザイヒ トの貸借対照表観によるところが大きい。つま

り,ア ルバ ッハの統合的貸借対照表論では,取 得原価主義基準にもとついて,個 別評価と

全体評価の結合か ら,内 部利子率による経済的利益概念の導入をはかっている。ザイ ヒト

がアルバ ッハに対 して次のように批判 している。「アルバッハは,そ の理論において,個 々

の財産を取得価値の原則で評価することに固執 し,自 己資本を将来の収入,支 出の現在価

値6③として定義づけている。 しかし,そ の場合,ア ルバッハが完全に無視 しているのは,

この見解にあって,資 本の発生利子として計算される期間利益が,ま さに,損 益計算の期

間に管理された収入超過 その期間の金融余剰 に相応する場合にのみ,2重 の体系

のなかに矛盾な く組みこまれ得るということである。それにして も,こ のように合致す

ることが,会 計制度全体のコス トの計算にもつながることになる。法律の変更が早けれ

ば早いほど,過 去の資料 との比較で,制 度全体のコス トが大きくなって くる。IASがUS-
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GAAPと の整合性を失った時に,例 えば,「のれんの計上」では会計制度の構築に,大 き

なコス トが生 じることになる。このような,費 用便益分析的な計量がおこなわれた場合

に,比 較可能性の完成度を増すことが要求される。
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